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本要求水準書では、以下のように用語を定義する。 

 

【事業者】 ：落札者の構成員が本事業の実施を目的として設立する特別目的会社

であり、本事業の実施に際して市と事業契約を締結し、事業を実施

する者をいう。 

【応募企業】 ：施設の建設、運営及び維持管理の能力を有し、本事業に参画し、特

別目的会社に出資する単独の企業をいう。 

【応募グループ】 ：施設の建設、運営及び維持管理の能力を有し、本事業に参画する者

で、複数の企業で構成されるグループをいう。 

【構成員】 ：応募者たる企業グループのうち、落札者の決定後、事業者への出資

を行う者をいう。 

【協力会社】 ：応募企業又は応募グループの構成員以外の者で、事業開始後、事業

者から直接業務を受託し、又は請け負うことを予定している者をい

う。 

【応募者】 ：応募企業又は応募グループをいう。 

【参加資格審査通過者】:参加表明のあった応募者のうち、資格審査を通過した応募者をいう。 

【入札参加者】 ：参加資格審査通過者のうち、本事業に係る事業提案書を期限内に提

出した者をいう。 

【審査委員会】 ：ＰＦＩ法に基づく事業実施に必要となる事項の検討及び事業提案書

の審査を行う目的で、市が設置する学識経験者等で構成される組織

をいう。 

【落札者】 ：審査委員会から最優秀提案者の選定を受けて、事業契約の締結を予

定する者として市が決定した入札参加者をいう。 

【特別目的会社】 ：本事業の実施のみを目的として落札者により設立される会社をいう。

ＳＰＣ（Special Purpose Company）ともいう。 

【事業提案書】 ：参加資格審査通過者が入札説明書等に基づき作成し、期限内に提出

される書類及び図面をいう。 

【事業契約書】 ：本事業の実施に関して市と事業者との間で締結する契約書をいう。 

【本施設】 ：本事業で、事業者が整備する施設及び設備の全てをいい、本事業に

おける公共施設等として位置づけるものとする。 

【現処分場】 ：稚内市新光町 1789 番地に設置し、現在、稼働中の稚内市廃棄物最

終処分場をいう。 

【埋立対象物】 ：市から発生する資源物及び稚内市バイオエネルギーセンター（以下

「バイオエネルギーセンター」という。）で処理される生ごみを除

く一般廃棄物（家庭系[可燃・不燃]、事業系[可燃・不燃]、大型ご

み、その他一般廃棄物）、中間処理残渣（生ごみバイオガス化処理残



 

渣）、産業廃棄物（汚泥、燃え殻、動植物性残渣）をいう。 

【運営・維持管理マニュアル】：安定した運転、本施設の保全及び職場の安全を保つために事業

者が作成するマニュアルをいう。 

【附帯事業】 ：事業の目的を達成するために必要と判断され、事業者の提案により、

自らの責任及び費用において実施される事業をいう。 
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第１章 総則 

1. 適用範囲 

本要求水準書は、稚内市（以下、「市」という。）が施設の建設・運営を計画している

「稚内市一般廃棄物最終処分場」（以下、「本施設」という。）の設計・建設及び運営・

維持管理の事項について定めるものであり、「稚内市一般廃棄物最終処分場整備・運営

事業」（以下、「本事業」という。）に適用する。 

 

2. 事業概要 

本事業は、市内で発生する一般廃棄物（一部産業廃棄物を含む。）の適正な処分を行

うことを目的として、廃棄物最終処分場の設計・建設を行うとともに運営・維持管理ま

でを一括して行うものである。 

 

(1)事業名称 

稚内市一般廃棄物最終処分場整備・運営事業 

 

(2)事業実施場所 

北海道稚内市新光町 1789 番地内 
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(3)事業スケジュール 

事業者選定に当たっての手順及びスケジュールは、次のとおりである。 
 

スケジュール（予定） 内  容 

平成 29 年 5月～6 月 

 

 

 

 

入札公告、入札説明書等の公表 

ＰＦＩ基本協定書（案）、 事業契約書（案）の公表 

入札説明書等に関する説明会及び現地見学会 

参考資料の閲覧 

入札説明書等に関する第１回質問受付及び回答 

参加表明書及び参加資格審査書等の受付 

参加資格審査結果の通知 

参加資格がないと認めた理由の説明要求及び回答 

入札説明書等に関する第２回質問受付 

平成 29 年 7月～8 月 入札説明書等に関する第２回質問の回答 

審査通過者別説明会（競争的対話） 

入札書及び事業提案書の受付 

平成 29 年 9月～10 月 応募グループヒアリング 

事業提案書選定審査 

審査結果通知及び結果の公表 

落札者（優先交渉権者）の決定及び公表 

基本協定書締結 

平成 29 年 12 月 事業契約の締結 

平成 30 年 1月～平成 32 年 11 月 本施設の設計・建設 

平成 32 年 12 月 本施設の供用開始 

平成 32 年 12 月～平成 42 年 11 月 本施設の運営及び維持管理 

平成 42 年 12 月～平成 43 年 5月 本施設の終了措置 

平成 43 年 5月 本施設の運営及び維持管理終了 

 

3. 立地条件 

(1)事業用地面積 

総面積約 10.4ha のうち、約 5.1ha を想定している（提案により拡大・縮小は可能）。 

 

(2)建設規制等 

都市計画区域       指定なし 

林地開発許可（森林法）  要 

開発許可（都市計画法）  要 
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(3)造成計画 

事業者は、事業用地内において開発許可や林地開発における残置森林や防災調整池、

工事中の濁水対策等を考慮しながら、最適な造成を行う。 

 

(4)測量・地質調査等 

平成 28 年度に本市が実施した「廃棄物処理施設基本設計業務委託 測量調査報告書及

び地質調査報告書」の閲覧が可能である。 

追加調査が必要な場合は、事業者の負担で実施する。 

 

4. 事業範囲 

事業者は、事業の実施に必要な資金の確保を自ら行ったうえで、要求水準を満たす本

施設の設計及び建設を行う。工事完成後は、市に所有権の移転を行ったうえで、施設の

運営・維持管理を行い事業の運営を行うものとする。 

なお、施設、設備及び事業用地には、搬入道路及び防災調整池等を含むものとする。 

また、事業用地外であっても、給水設備、排水設備など施設稼働に必要な施設、設備

については事業者の費用と責任において整備する。 

 

(1)本施設の設計及び建設に関する業務 

①事前調査 

②本施設に関する設計 

③国庫補助金申請等の手続きの実施支援（関連機関等の協議含む。） 

④一般廃棄物処理施設設置許可申請手続 

⑤生活環境影響調査（市で実施済の部分を除く。） 

⑥着工準備（用地造成・インフラ整備等、整備に伴う各種申請等。） 

⑦本施設の建設工事及び建設に伴う各種申請 

⑧工事監理 

⑨本施設の引き渡し 

⑩市が行う近隣対応への協力 

⑪その他、本施設の設計及び建設を実施するうえで必要な業務（開発許可、林地開発

許可の取得を含む。） 

 

(2)本施設の運営・維持管理に関する業務 

①埋立対象物及び稚内市バイオエネルギーセンターへの搬入廃棄物の受付業務 

②埋立対象物の埋立業務 

③浸出水等の処理業務 
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④ユーティリティー等の調達・管理業務 

⑤清掃業務 

⑥除雪業務 

⑦警備業務 

⑧保守管理、点検修繕業務 

⑨環境管理業務 

⑩情報管理業務 

⑪見学者及び視察者への対応業務 

⑫その他、本施設の運営・維持管理を実施するうえで必要な業務 

 

(3)本事業終了時の措置に関する業務 

①最終覆土業務（飛散防止策を含む。） 

②覆蓋施設等の撤去 

③廃棄物処理及び清掃に関する法律施行規則第五条の五に規定する埋立処分終了の届

出のために必要な書類作成業務 

④埋立終了から事業期間終了までの間に必要な施設の維持管理業務 

⑤その他事業終了時の措置を実施するうえで必要な業務 

 

5. 遵守すべき法令等 

遵守すべき法令等は、次のとおりである。 

(1)環境基本法（平成 5 年法律第 91号） 

(2)循環型社会形成推進基本法（平成 12年号外法律第 110 号） 

(3)廃棄物処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137 号） 

(4)廃棄物最終処分場性能指針（平成 12 年 12 月 28 日 生衛発第 1903 号） 

(5)廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 

(6)水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 

(7)大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97 号） 

(8)騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号） 

(9)振動規制法（昭和 51 年法律第 64 号） 

(10)悪臭防止法（昭和 46 年 6 月法律第 91 号） 

(11)土壌汚染対策法（平成 14 年 5 月法律第 53 号） 

(12)ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 105 号） 

(13)森林法（昭和 26 年法律第 249 号） 

(14)水道法（昭和 32 年法律第 177 号） 

(15)下水道法（昭和 33 年法律第 79 号） 

(16)都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号） 
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(17)建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

(18)消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

(19)建設業法（昭和 24 年号外法律第 100 号） 

(20)電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号） 

(21)労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号） 

(22)労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号） 

(23)河川法（昭和 39年 7 月 10 日法律第百 67 号） 

(24)建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

（平成 12年 5 月 31 日法律第 104 号） 

(25)民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 

（平成 11 年号外法律第 117 号） 

(26)北海道環境影響評価条例（平成 10 年北海道条例第 42 号） 

(27)北海道環境基本条例（平成 8 年 10 月 14 日北海道条例第 37 号） 

(28)北海道循環型社会形成の推進に関する条例（平成 20 年北海道条例第 90 号） 

(29)北海道建築基準法施行条例（昭和35年7月30日北海道条例第33号） 

(30)稚内市環境基本条例（平成 16 年稚内市条例第 1 号） 

(31)稚内市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（昭和 47 年稚内市条例第 4 号） 

(32)稚内市建築基準法施行規則（平成 11 年稚内市規則第 24 号） 

(33)稚内市水道給水条例（昭和 34 年稚内市条例第 5 号） 

(34)稚内市公共下水道条例（平成 8 年稚内市条例第 8 号） 

(35)事務所衛生基準規則（昭和 47 年号外労働省令第 43 号） 

(36)クローズドシステム処分場技術ハンドブック 

(37)日本工業規格(JIS） 

(38)電気規格調査会標準規格(JEC) 

(39)日本電気工業会標準規格(JEM) 

(40)日本電線工業会標準規格(JCS) 

(41)電気用品安全法（昭和 36 年 11 月 16 日法律第 234 号） 

(42)電気設備に関する技術基準を定める省令 

（平成 9 年 3月 27 日通商産業省令第 52号） 

(43)内線規定 

(44)電力会社供給約款及び同取扱細則 

(45)日本建築学会 各仕様書 

(46)国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「各工事共通仕様書」 

(47)国土交通省 建築工事、機械設備工事、電気設備工事監理指針 

(48)土木学会コンクリート標準示方書 

(49)北海道建設部土木工事共通仕様書 
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(50)道路土工（社）日本道路協会 

(51)その他関連法令、条例、基準、規格、技術指針等 

 

6. 関係官公署の指導等 

本施設の設計・建設及び運営・維持管理にあたっては、関係官公署の指導等に従う。 

 

7. 提出図書 

本施設の設計・建設及び運営・維持管理に関して、市が資料、報告、記録等の提出の

指示・要求をしたときは、速やかに作成・提出する。 

事業者が関係官公署に申請・届出を行った資料については、その副本を市に提出する。 

 

8. モニタリング 

市は、事業者が事業提案内容に基づいて業務を確実に実施し、事業契約書及び要求水

準書に定める要求水準を達成していることを確認するとともに、事業者の事業実施状況

及び財務状況等を把握するため、以下に掲げるモニタリングを行う。 

事業者は、モニタリングの実施にあたり、資料の提出・説明等に協力しなければなら

ない。 

なお、モニタリングに要する費用は、事業者側に発生する費用を除き、市の負担とす

る。 

 

(1)本事業の実施状況の確認 

市は、本事業の各段階において、事業契約書に定めるところにより、定期的にモニタ

リングを行う。 

また、市が必要と認める場合には、随時モニタリングを行う。 
 

①実施設計モニタリング 

事業者は、市が実施設計の進捗に係る資料の提出を求めた場合、その資料を提出し、

市に説明を行う。 

事業者は、実施設計を終えた時点で、実施設計図書を提出し、市は、提出された図書

が、事業提案書の内容及び要求水準書に定める要求水準に適合するものであるか否かに

ついて確認を行う。 
 

②工事施工モニタリング 

市が工事の進捗について説明及び報告を求めた場合、事業者は、施工状況の事前説明

及び事後報告を行い、市は工事施工状況の確認を行う。 

(ア)工事着手前 

事業者は、「建設業法」に規定される主任技術者または監理技術者をして工事監理
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を行わせるが、市は工事着手前にその体制などについて確認を行う。 

事業者は、工事着工前に、市に工事実施計画書を提出する。市は、提出された図書

の確認を行う。 

(イ)定期 

市は、定期的に工事施工状況及び工事監理の状況について確認を行う。 

(ウ)随時 

市は、必要と認める場合には、随時、工事施工及び工事監理の状況について確認を

行うことができる。 

(エ)中間確認 

市は、本施設が設計図書に従い建設されていることを確認するために、工期中、必

要な事項に関する中間確認を実施する。 

中間確認の結果、工事の内容が設計図書に適合しない場合には、市は補修または改

善を求めることができる。 
 

③工事完成モニタリング 

市は本施設完成後、施設が事業契約書及び要求水準書に定める要求水準に適合するも

のであるか否かについて確認を行う。 

確認の結果、事業契約書及び要求水準書に定める要求水準に適合しない場合には、市

は補修又は改善を求めることができる。 

また、市は、施設の引渡し前に事業者が作成・提出する運営・維持管理マニュアル、 

運営維持管理業務体制及び業務仕様書等を確認する。 

④運営・維持管理モニタリング 

(ア)定期 

市は、事業契約書及び要求水準書等に定める運営・維持管理マニュアル等のとおり

運営・維持管理業務が行われているか否かについて、各種報告書及び施設への立入検

査等により四半期毎に業務の実施状況を確認する。 

(イ)随時 

市は、必要と認める場合には、運営・維持管理業務の遂行について確認を行う。 

 

(2)財務状況の確認（財務状況モニタリング） 

市は、財務状況について、事業契約書に定めるところにより、定期的にモニタリング

を行う。また、市は必要と認める場合には、随時モニタリングを行う。 

①財務状況モニタリング 

事業者は、毎事業年度、会社法第 435 条第２項に規定する計算書類を作成し、自己の

費用をもって公認会計士又は監査法人による監査を受けたうえで、監査報告書とともに

毎事業年度経過後３ヶ月以内に市に提出する。 

市は、当該計算書類を受領後、財務状況の健全性について確認を行う。 
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9. 事業条件等 

(1)事業条件 

本事業は、次に基づき行うものとする。 

①稚内市一般廃棄物最終処分場整備・運営事業 事業契約書 

②稚内市一般廃棄物最終処分場整備・運営事業 要求水準書 

③稚内市一般廃棄物最終処分場整備・運営事業 事業提案書 

④その他市が指示するもの 

 

(2)事業提案書の変更 

事業者が作成した事業提案書の記載事項について、事業期間中に要求水準書に適合し

ない箇所が発見された場合には、事業者の費用と責任において要求水準書を満足させる

変更を行うものとする。 

 

(3)要求水準書の記載事項 

①記載事項の補足等 

要求水準書に記載された事項は、本事業における基本的内容について定めたものであ

り、これを上回って本事業を行うことを妨げるものではない。 

要求水準書に明記されていない事項であっても、本事業遂行のために当然必要と思わ

れるものについては、すべて事業者の費用と責任において補足・完備させるものとする。 

 

②参考図書の取扱い 

要求水準書の図・表等で「（参考）」と記載されたものは、一例を示すものである。 

事業者は、「（参考）」と記載されたものについて、本施設の基本性能の向上や施設を

管理運営するために当然必要と思われるものについては、全て事業者の費用と責任にお

いて補足・完備させるものとする。 

 
 

③疑義の解釈 

要求水準書に疑義等が生じた場合は、市と事業者が協議の上、決定する。 

 

10. 地域経済への貢献 

事業者は、本事業の実施に当たり、可能な限り地域経済への貢献策を講じるものとす

る。 

 

11. 情報公開 

事業者は、本事業の実施に当たり、積極的な情報公開に努めるものとする。  
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第２章 特記事項 

1. 設計及び建設に関する特記事項 

事業者が行う、設計及び建設に関する主な業務は、次のとおりとする。 

(1)事前調査 

本施設の設計・建設を実施するにあたり、市が提供する資料を補完する目的で、事業

者が必要と判断する測量調査、地質調査等を設計前に行う。 

 

(2)本施設の設計 

要求水準書、事業提案書及び事業契約書、関係法令等、その他市が指示するものに基

づき、本施設の設計を行う。 

設計完了後、要求水準書に規定する書類を提出し、市の確認を受ける。 

 

(3)国庫補助金等の申請支援 

事業者は、市が官公署に行う国庫補助金等の申請に協力する。 

 

(4)一般廃棄物処理施設設置許可申請手続 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、一般廃棄物処理施設の設置許可申

請の手続、その他本事業の実施にあたり必要となる申請手続は、本施設の設置者である

事業者が行う。 

なお、申請手続は事業者の責任で行うが、必要に応じ、市の助言を得ることができる。 

 

(5)官公署等申請 

事業者は、建築物の確認申請を市へ提出する。 

また、その他本事業の実施にあたり必要となる申請手続を行う。 

なお、申請手続は事業者の責任で行うが、必要に応じ、市の助言を得ることができる。 

 

(6)生活環境影響調査 

事業者は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく、一般廃棄物処理施設設

置許可申請に必要な生活環境影響調査を実施する。 

調査の詳細は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和 46 年厚生省令第

35号）」及び「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成 10 年 10 月厚生省生活衛生

局水道環境部）」を参照のこと。 

なお、現況把握については、市が平成 28 年度に実施した現況調査の結果を流用する

ことができる。 
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(7)本施設の建設工事 

事業者は、各種関係法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書及び施

工計画に基づき、本施設の建設工事を実施する。 

 

2. 運営・維持管理に関する特記事項 

事業者が行う、運営及び維持管理に関する主な業務は、次のとおりとする。 

(1)本施設の運転管理 

事業者は、安全・安定に配慮した運転管理を行い、受入対象物を適正に処理するとと

もに、地震時やその他の災害時においては、環境及び施設へ与える影響を最小限に抑え

る。（詳細は第４章のとおりとする。） 

また、埋立物においては資源物の除去、転圧等による埋立量の減容化を計るとともに、

最終的な安定化を見据えた埋立に努めること。 

 

(2)本施設の維持管理 

事業者は、常に必要な性能が発揮できるように適切な施設の点検、保守、補修、更新、

労働者の安全衛生管理、作業環境管理、その他一切の維持管理業務を行う。 

 

(3)浸出水処理施設の維持管理 

事業者は、浸出水処理施設に必要な性能が発揮できるように適切な施設の点検、保守、

補修、更新、その他一切の維持管理業務を行う。 

 

(4)バイオエネルギーセンターへの搬入ごみ受付 

バイオエネルギーセンターに対しての搬入廃棄物を積載する車両の受付、計量機によ

る搬入ごみの計量・記録についての業務を行う。 

 

(5)ユーティリティー等の調達・管理 

事業者は、ユーティリティーの調達、管理について、一切の業務を行う。 

 

(6)環境管理 

事業者は、周辺環境保全について一切の環境管理業務を行う。 

また、市が行う環境保全業務について協力を行う。 

 

(7)情報管理 

事業者は、運転記録報告、点検・検査報告、補修・更新報告、環境管理報告、作業管

理報告その他一切の情報管理業務を行う。 
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(8)見学者及び視察者への対応 

事業者は、見学者及び視察者ついて、対応もしくは市に協力する。 

 

(9)附帯事業の運営 

事業の目的を達成するために必要と判断され、事業者の提案により、自らの責任及び

費用において実施される事業について運営を行う。 

 

(10)本事業終了時の措置 

事業者は、本事業完了にあたり、覆蓋施設等の撤去、最終覆土（飛散防止を含む。）

の実施、本事業完了後の維持管理に必要な一定数の用役・予備品の補充、施設機能の維

持、各種マニュアルの作成、その他本事業終了時の措置を実施するうえで必要一切の業

務を行う。 
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第３章 設計及び建設業務 

1. 一般事項 

(1)施設諸元 

計画・設計・施工する施設は、以下に示すものである。 

①処分場形式  クローズド型一般廃棄物最終処分場 

②埋立方式 準好気性埋立方式（平地層状埋立方式） 

③埋立容量 109,226ｍ3（廃棄物容量（想定）） 

④埋立対象物 市から発生する資源物及び稚内市バイオエネルギーセンターで処理

される生ごみを除く一般廃棄物（家庭系[可燃・不燃]、事業系[可燃・

不燃]、大型ごみ、その他一般廃棄物）、中間処理残渣（生ごみバイ

オガス化処理残渣）、産業廃棄物（汚泥、燃え殻、動植物性残渣） 

 

(2)設計・建設範囲 

設計・建設範囲は、以下に示すものである。 

①土地造成工事 一式 

・土地の造成及び防災調整池の計画・設計・施工（伐採・除根含む） 

②貯留構造物工事 一式 

・廃棄物の流出等を防ぎ安全に貯留する施設の計画・設計・施工 

③地下水集排水設備工事 一式 

・地下水集排水管の計画・設計・施工 

・地下水集水ピットの計画・設計・施工 

・その他地下水を処理するために必要な施設の計画・設計・施工 

④遮水設備工事 一式 

・遮水シート工の計画・設計・施工 

・漏水検知システムの計画・設計・施工 

・その他遮水設備に必要な設備の計画・設計・施工 

⑤雨水集排水設備工事 一式 

・雨水排水路の計画・設計・施工 

・防災調整池の計画・設計・施工 

・その他雨水を集排水に必要な施設の計画・設計・施工 

⑥浸出水集排水設備工事 一式 

・浸出水集排水管の計画・設計・施工 

・浸出水集水ピットの計画・設計・施工 

・その他浸出水を集排水するために必要な施設の計画・設計・施工 

⑦埋立ガス処理設備工事 一式 

・竪型ガス抜き管の計画・設計・施工 
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・壁面ガス抜き管の計画・設計・施工 

・その他埋立ガスを処理するために必要な施設の計画・設計・施工 

⑧浸出水処理設備工事 一式 

・プラント機械・電気設備の計画・設計・施工 

・土木・建築設備の計画・設計・施工 

・その他浸出水を処理するために必要な設備の計画・設計・施工 

⑨覆蓋設備工事 一式 

・上屋設備の計画・設計・施工  

・換気、照明の計画・設計・施工 

・その他覆蓋設備として機能するために必要な設備の計画・設計・施工 

⑩道路整備工事 一式 

・搬入道路の計画・設計・施工 

・埋立地内取付道路の計画・設計・施工 

・管理用道路の計画・設計・施工 

・その他道路設備として安全走行に必要な設備の計画・設計・施工 

⑪門扉・囲障設備工事 一式 

・門扉の計画・設計・施工 

・立て札の計画・設計・施工 

・その他門扉・囲障設備として必要な設備の計画・設計・施工 

⑫地下水モニタリング設備工事 一式 

・地下水モニタリング井戸の計画・設計・施工 

・その他地下水モニタリング設備として必要な設備の計画・設計・施工 

⑬散水設備工事 一式 

・覆蓋設備内及び埋立完了区域（覆蓋設備が移設方式の場合）に設置する

散水設備の計画・設計・施工 

・その他散水設備として必要な設備の計画・設計・施工 

⑭処理水放流設備工事 一式 

・下水道放流の場合は、浸出水処理設備から直近の既存下水道施設又は、

直近の下水道施設までの排水管の計画・設計・施工 

・河川放流の場合は、二の沢川までの排水管の計画・設計・施工 

・その他処理水放流設備として必要な設備の計画・設計・施工 

⑮計量設備工事 

・計量設備の計画・設計・施工 

・その他計量設備として必要な設備の計画・設計・施工 

⑯その他附帯設備工事 一式 

・洗車設備 
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・その他洗車設備として必要な設備の計画・設計・施工 

 

(3)設計・施工要領 

①実施設計 

実施設計は、次の図書に基づいて設計すること。 

・要求水準書 

・測量図 

・提案書 

・国及び道、市で定められる基準書（最新版） 

・廃棄物最終処分場技術システムハンドブック（最終処分場技術システム研究会） 

・ごみ埋立地の設計施工ハンドブック－しゃ水技術－ 

（国際ジオシンセティックス学会日本支部ジオメンブレン技術委員会） 

②実施設計図書 

実施設計完了後、図書類（以下「実施設計図書」という。）を提出し、市の確認

を受ける。 

なお、実施設計図書の作成に先立って、その内容を示す目次・リストを作成し、

市の確認（実施設計モニタリング）を受ける。 

③実施設計要領 

実施設計要領は以下による。 

ア 要求水準書記載事項の補足 

要求水準書で記載された事項は、基本的内容について定めるものであり、これ

を上回って設計・施工することを妨げるものではない。 

要求水準書に明記されていない事項であっても、施設の性能及び機能を発揮す

るために当然必要と思われるものについては、全て事業者の責任において補足・

完備させなければならない。 

イ 実施設計の変更 

実施設計完了後に要求水準書に適合しない箇所が発見された場合には、事業者

の費用と責任において要求水準書を満足させる変更を行うものとする。 

④施工要領 

ア 設計図書 

土木及び建築工事（以下「本工事」という。）は、次の図書に（以下「設計図書」

という。）基づき施工する。 

・市が確認した実施設計図書 

・要求水準書 

・その他市と事業者が協議して定めたもの 
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⑤施工監理 

市は、工事施工モニタリングを実施し、工事施工及び工事監理の状況の確認を行う。 

⑥工事記録 

事業者は、工事に関する各種記録を適切に管理する。 

⑦建設副産物の再資源化 

ア 建設発生土 

建設発生土は、極力場内で再利用することとし、場内に仮置きする場合には、

発生土の飛散・流出対策を講ずるものとする。 

イ 建設廃棄物 

発生した建設廃棄物の分別を徹底し、「建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律」に基づき、廃棄物の再利用化・資源化に努める。 

 

(4)設計の基本条件 

①「建築基準法」、「消防法」等の関係法令を遵守するとともに、災害要因（特に地震、

火災、台風）に対する安全を確保する。 

②本事業を実施するために必要な施設・設備は、最終処分場を機能的に建設・運営で

きるように考慮すること。 

③本施設への車両等の搬出入口は 1 箇所とし、搬入道路は直近の舗装道路に接続する

こと。また、バイオエネルギーセンターへの搬入車両へ配慮した動線計画を行うこ

と。 

④本事業実施用地の雨水は二の沢川に放流すること。 

⑤浸出水処理水の放流方式は下水道放流又は河川放流（二の沢川への放流）とする。

放流方式は事業者の提案とする。なお、放流水質については、下水道放流の場合は

資料４に示す値、河川放流する場合は資料５に示す値とする。 

⑥原則として、本工事で発生する掘削土は搬入道路、敷地造成等の盛土材、廃棄物の

覆土材等に活用すること。なお、覆土材置き場は、事業実施予定地内とすること。 

⑦建築物等は周辺からの景観に配慮し、周辺との調和を図るように計画すること。 

⑧本事業実施用地の立木の伐採は必要最小限度とすること。 

⑨本施設が積雪寒冷地であることを前提に、現地気象状況を考慮した計画を行うこと。 

⑩設計に当たって追加で必要となる測量調査、地質調査は本事業内で行うこと。 

⑪配管等の凍結対策を行うこと。 

⑫施設内の結露対策を行うこと。また、覆蓋設備を含めたつらら対策、雪庇対策に配

慮すること。 

⑬本施設の機能を理解でき、かつ安全な見学者動線を計画すること。 
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(5)建設の基本条件 

①工事の着手に先立ち、総合的な計画をとりまとめた総合施工計画書を作成し、市の

承認を得ること。また、工事毎の具体的な計画を定めた施工計画書を当該工事に先

立ち作成し、市の承認を得ること。 

②事業予定地へのアクセスは、既存施設（稚内市廃棄物最終処分場、稚内市バイオエ

ネルギーセンター）への搬出入車、管理車両と一部共有しているため、工事用車両

はこれらの車両を優先させて通行させること。 

③工事中の濁水等、周辺環境に配慮すること。 

④準備工として、測量を実施すること。 

⑤資材置場、資材搬入路、仮設事務所等について、仮設計画書を作成し、市の承認を

得ること。 

⑥材料及び工事の検査並びに工事に伴う測量、試掘、仮設設備（道路、水道、電気、

電話）、諸手続に必要な費用等、工事引渡しまでに要する経費は、すべて事業者の

責任と費用において実施すること。 

⑦土木工事保険、建設工事保険、火災保険又は組立保険等、必要となる保険に加入す

ること。 

⑧工事写真は、北海道建設部土木工事共通仕様書（最新版）写真管理基準によるもの

とする。なお、工事中に隠ぺいとなる箇所は、その都度撮影する。また、工事の進

捗状況に応じて、同一地点から工事の進捗状況がわかる全景写真を撮影し、市が実

施するモニタリング時に提出すること。 

⑨作業時間は、工事着工前に本市の承認を受けること。また、工事中に連休をとる場

合は、現場の保安体制や緊急連絡先等を記入した計画書を作成のうえ、市の確認を

受けること。 

⑩地中障害物は、事業者の負担により適切に処分すること。ただし、予期しない大規

模な地中障害物が発見された場合は、市と協議を行うものとする。 

⑪本工事で発生する廃棄物は法令等に準拠して適切に処分すること。また、可能な限

り再生利用を計画すること。 

⑫工事用車両の待機は、原則として本事業敷地内で行うものとし、既存搬入道路等に

駐停車をしないこと。 

⑬工事用車両により、既存道路を損傷した場合は、事業者の責任において補修するこ

と。 

⑭事業予定地から退出に当たっては、既存道路を泥等で汚さないように配慮すること。 

⑮稚内市廃棄物最終処分場との分岐部には、必ず交通整理員を配置し、一般通行車両

の安全を図ること。なお、配置期間は工事着工日から工事完工日までとする。 

⑯工事現場全体の保安のため、必要に応じた人員の警備員を配置し、事業予定地の管

理を行う。なお、配置期間は工事着工日から工事完工日までとする。 
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⑰工事中は標識及び作業者看板等を適切に配置し、注意喚起を行う。 

⑱作業時に地震等の緊急防災情報が発表された場合の建設期間中の応急対応マニュア

ルをあらかじめ作成し、市に提出すること。また、緊急防災情報が発表された場合

は、応急対応マニュアルに従い行動するものとする。 

 

(6)ユーティリティー条件 

①電気 新設引込み、引込み位置は既設構内第 1 柱。（資料６参照） 

詳細は北電との協議。 

②水道 新設引込み、引込み位置は国道付近の既設配水管。（資料６参照） 

      水利用は上水道（メータ口径：25mm）とする。 

③電話 事業者の負担とする。 

新設引込み、引込み位置は既設構内第 1 柱。（資料６参照） 

      詳細は NTT と協議。 

④排水 雨水は、防災調整池で調整のうえ既設排水経路を通じて河川放流する。 

事務所の生活排水は、事業用地内で排水基準以下に処理し、下水道に放

流もしくは河川放流（二の沢川への放流）する。排水基準は第３章1.（4）

⑤に記載のとおりとする。 

浸出水処理施設の排水は第３章1.（4）⑤に記載のとおりとする。 

⑤取付道路 直近の舗装道へ接続すること。 

 

(7)提出書類 

①実施設計図書 

実施設計完了後、図書類（以下「実施設計図書」という。）を提出し、市の確認

を受ける。 

なお、実施設計図書の作成に先立って、その内容を示す目次・リストを作成し、

市の確認（実施設計モニタリング）を受ける。 

リスト（参考）を以下に示す。（各種計算書・図面等工種別に分けることも可と

する。 

・設計緒元及び設定根拠 

・埋立容量計算書 

・設計区分表 

・各施設の計画書及び検討書 

・散水量及び浸出水処理水量等計算書 

・構造計算書 

・安定計算書 

・基礎計算書 
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・水槽容量計算書 

・機器能力計算書 

・水量収支計算書 

・照度計算書 

・換気計算書 

・その他計算書（必要に応じて） 

・土木設計図（平面図、横断図、断面図、詳細図） 

・建築設計図（意匠図、構造図、設備図） 

・機器・配管設備図（機器配置平面図・断面図、機器配管系統図） 

・電気・計装設備図 

・設備仕様書 

・工事工程表 

・設計内訳書 

・数量計算書 

・機器・メーカーリスト 

・予備品・消耗品リスト 

・要求水準書、事業提案書内容を満足していることが確認できる資料 

・その他指示する図書 

 

②施工計画書 

事業者は設計図書に基づき施工する。工事着工前に、体制表、工事工程表、施工

要領、材料・仕様、品質管理、安全管理、写真記録、検査・試験計画等を記載した

施工計画書を提出し、市の承認を受ける。 

・工事体制表 

・工程表 

・施工要領書 

・主要材料・仕様一覧表 

・品質管理計画書 

・安全管理計画書 

・写真管理計画書 

・検査要領書 

・性能試験要領書（浸出水処理施設） 

・その他指示する図書 

 

③竣工図書 

工事完了後に、竣工図書を提出する。 
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なお、竣工図書の作成に先立って、その内容を示す目次・リストを作成し、市の

確認を受ける。 

・竣工図（全ての工種） 

・取扱説明書 

・検査・試験成績書 

・性能試験報告書 

・工事日報・月報 

・材料検収簿 

・実績数量計算書 

・最終工事内訳書 

・打合せ記録 

・工事写真 

・竣工写真 

・各種電子データ 

・保証書 

・打合せ議事録 

・その他指示する図書 

 

2. 本施設の機能に関する要件 

①必要な埋立容量を確保する。 

②衛生害虫や鳥類等の対策、悪臭防止に十分配慮し、公害の発生源とならない。 

③遮水工は、公共水域や地下水への影響を未然に防止できる機能を有する。 

④埋立廃棄物が早期に無害化・安定化する埋立構造とする。 

⑤災害防止に配慮し、安全な施設とする。 

⑥搬入された廃棄物の量・質を適切に管理できる。 

⑦搬入された廃棄物を円滑に埋立処分できる良好な作業性を有する。 

⑧積雪・凍結・強風等に配慮し、施設の安全性が確保できる。また、運営・維持管理

に支障を及ぼさない。 

⑨維持管理の適正化・効率化が図れる。 

 

3. 主要施設の技術的要件 

(1)土地造成工事 

1)一般事項 

①切り盛り土量及び伐採面積を極力少なくすること。 

②残土は、原則、場内処分とする。なお、残土を敷地外へ処分する場合は、受注者の

責任において処分するものとし、「建設副産物適正処理推進要綱」等の規定を遵守
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すること。 

③「道路土工 （社）日本道路協会」等に従い設計を行うこと。 

④土質状況に合わせた盛土、切土法面勾配とすること。なお、土質改良等安全対策を

実施した場合はこの限りでは無い。 

⑤発生する残土から覆土用の土砂を確保し、維持管理に適した場所に仮置きすること

も可とする。 

2)防災調整池 

①防災調整池の設計は、林地開発の手引きに準拠すること。 

②林地開発の手引きに基づき、洪水調整容量を算出する降雨強度は、「稚内」の降雨強

度式の 10年及び 30 年確率で設定し、開発後のピーク流量が開発前のピーク流量以

下となるようにする。 

③防災調整池からの放流先は、二の沢川とし、自然流下できる高さとする。 

④二の沢川への放流部の構造は、護岸決壊や河床洗掘が生じないよう必要な対策を講

じること。 

 

(2)貯留構造物工事 

①貯留構造物は、最終処分場に埋め立てた廃棄物の流出を防ぐとともに、豪雨等によ

る崩壊を防ぎ、安全に貯留できる構造とすること。 

②貯留構造物は、埋立地底面部を含め鉄筋コンクリート造とする場合は、埋立廃棄物

を安全に貯留し、外部へ流出させない構造とすること。ただし、貯留構造物はコン

クリート擁壁と底版コンクリートを組み合わせた構造とすることは可とする。 

③補強土工法とする場合は使用する盛土材に十分留意した構造とすること。 

④貯留構造物の基礎部は、地質調査報告書等から必要となる基礎処理を行うこと。 

⑤貯留構造物をコンクリート造とする場合の基礎は、異種構造とならないようにする

こと。 

⑥最終埋立形状及び積雪等の影響も考慮し、長期的な沈下に対し十分な検討を行うこ

と。 

⑦廃棄物を安全に貯留するため、貯留構造物の自重、廃棄物、水圧及び地震力等の荷

重に対して、十分な安全性が確保できる設計とする。 

⑧貯留構造物について、上屋の基礎を兼ね備える場合は「建築基準法」、それ以外の場

合は「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領（社団法人全国都市清掃会議）

（以下、「計画・設計・管理要領」という。）」に準拠して行うこと。 

⑨貯留構造物に盛土材料を利用する場合は、現地で発生する掘削土を有効利用する。

盛土部の施工においては、沈下が起きないよう十分に締め固めるとともに、必要に

応じてセメント改良などの固化材を用いて、沈下法面崩壊に対する安全性を確保で

きる設計とする。 
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⑩土質改良をセメントにより行う場合は、六価クロムに対する安全性を確認すること。 

⑪現況の地下水位及び切盛土量の収支を考慮した形状とする。 

⑫最終覆土面が、貯留構造物天端高を超えないよう計画すること。なお、最終覆土は

即日覆土と合わせて厚さ 0.5ｍを考慮して設定すること。また、表面排水のための

造成についてはこの限りではない。 

 

(3)地下水集排水設備工事 

1)集排水設備の平面配置等 

①現地踏査及び地質調査報告書等より、地下水及び湧水が発生すると想定される部分

に地下水集排水設備を設けること。 

②地下水集排水管の幹線、支線の設置位置は、造成後の地質状況、地下水の浸み出し

状況に十分配慮して決定すること。 

2)集排水設備の構造等 

①十分な耐久性を有する構造の管渠等を設けること。 

②地下水集排水管の管径及び材質は、水理計算・構造計算等により決定すること。 

③地下水集排水設備は、有孔管を砕石などのフィルター材で覆った暗渠排水構造とし、

横断方向には支線を接続すること。 

④管径は、150～600 ㎜を基本とすること。 

⑤地下水の放流は、原則、自然流下とすること。 

3)地下水集水ピット 

①浸出水の漏水をモニタリングするため、埋立地底面部に地下水集排水機能を兼ねた

地下水集排水設備を設け、集水された地下水の水質を適宜測定できるようにするこ

と。 

 

(4)遮水設備工事 

1)共通事項 

①遮水設備は、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の

基準を定める省令（昭和 52 年総理府・厚生省令第 1 号）（以下、「基準省令」とい

う。）」に定める構造を満足すること。 

②遮水設備は、二重遮水シート構造以上を基本とするが、埋立地壁面部については、

基準省令の例外規定を満足する場合は、一重遮水シート構造とすることができる。 

③遮水設備は、貯留構造物の形状、埋立地の地形や現地盤の透水係数及び地下水等の

状況に応じて、埋立地内の浸出水が外部へ漏水しない構造とすること。 

④遮水設備表層には、保護砂等（t=50cm 以上）による遮水シートへの損傷防止機能を

確保すること。 

⑤漏水検知システムは、浸出水の漏水が生じた場合に適切に対処するため、早期に漏
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水箇所を検知できるセンサー類を計画的に配置すること。 

2)遮水シート 

①遮水シートは、「計画・設計・管理要領」p.634、p.635「表 5.2-1 最終処分場で使用

する遮水シートの目安一覧」に示す材料と同等以上の材料とし、かつ日本遮水工協

会の認定品とする。また、各種物性値については、試験成績書（公的機関を原則と

する）を提出すること。 

②安全性の高い熱融着による接合が可能な材料･材質を選定すること。 

③急勾配法面にも対応できるよう柔軟性に富み、敷設、接合において作業効率に優れ

ていること。 

④沈下等に対して安全性を確保しつつ、容易に対応できる地盤追従性に優れているこ

と。 

⑤敷設時の作業性及び品質管理性に優れていること。 

⑥埋立区画を複数とする場合は、未埋立区画の遮水シートについて、紫外線、降雪、

風等による影響を配慮すること。 

3)遮水設備の固定 

①壁面遮水設備の固定工は、埋立重機による荷重や埋立廃棄物の沈下等により働く応

力に対して十分な強度を有すること。 

4)漏水検知システム 

①埋立地底面部を測定対象として、電気的漏水検知システムを設けること。 

②設置直後から廃止までの期間にわたって、遮水機能が維持されているかを観測・管

理できる設備とする。 

③漏水検知システムの検知精度は、遮水シートの破損を 10m×10m(100m2)メッシュ内

で検知する精度とすること。また、破損部の補修方法も考慮すること。 

④早期に遮水シート（上層）の破損、漏水が検知できる機能を有するものとする。 

⑤漏水検知システムの測定等の管理は、本施設敷地内の管理室で行うこと。 

 

(5)雨水集排水設備工事 

1)共通事項 

①雨水を集排水するための雨水集排水設備を設けること。 

②実施設計に先立ち、放流先の現況地盤、標高等を確認すること。 

③水路断面の決定に当たっては、「計画・設計・管理要領」等に準拠し水理計算を行う

こと。 

④計画降雨確率年は、10 年及び 30年降雨確率とする。粗度係数等は「道路土工-排水

工指針（日本道路協会）」等に準拠すること。 

⑤水路断面の余裕率は、10年降雨確率で設計流量の 1.2 倍以上、30年降雨確率で設計

流量の 1.0 倍にすること。 
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⑥排水管（暗渠部分）は、必要に応じて補強し、勾配を十分確保すること。 

2)雨水集排水設備 

①雨水集排水設備設計は、最新の「北海道林地開発許可制度の手引き 北海道水産林務

部治山課（以下、「林地開発の手引き」という。）」等に従うこと。計画対象降雨は、

林地開発の手引きに基づき「稚内」の 10 年及び 30 年確率降雨強度を用いること。 

②本施設の設置により、降雨の流出機構が施設設置前と比較して変化することが予想

されるため、防災上の観点から防災調整池を設置すること。 

③雨水の排水先は防災調整池とする。ただし、やむを得ず防災調整池以外に排水する

場合は、それを考慮した防災調整池の規模を検討すること。 

④水路には、適所に集水桝を設ける。なお、集水桝の大きさはそれぞれ側溝断面に合

わせ、沈砂を考慮し、泥だめを設けること。 

⑤埋立区画を複数とする場合、未埋立区画の雨水は、自然流下で排水できる構造とす

るとともに、埋立開始時に雨水と浸出水の切り替えが容易な構造とすること。 

 

(6)浸出水集排水設備工事 

1)集排水設備の平面配置等 

①埋立地への散水により発生する浸出水を、速やか集排水するための浸出水集排水設

備を設けること。 

②浸出水集排水管支線の配置間隔は 20m 以下とすること。 

③浸出水集排水管は、分枝形の配置を基本とすること。 

④浸出水は、最下流部に設置した集水ピットに導水すること。 

2)集排水設備の構造等 

①浸出水集排水管は、準好気性埋立構造による空気の流通を考慮した管径とすること。

また、浸出水集水ピット等から空気が流通できる構造とすること。 

②管径の大きさ、配管周辺の被覆材及び保護土の材質・形状は、沈殿物やスケールに

よる目詰まり防止、空気の流入等を十分に考慮すること。 

③十分な耐久性を有する構造の管渠等を設けること。 

④浸出水集排水管の管径及び材質は、水理計算・構造計算等により決定すること。 

⑤浸出水集排水管は、被覆材（栗石等）を組み合わせた構造とし、被覆材の幅は、「計

画・設計・管理要領」より、管径の 3倍以上を確保すること。 

⑥埋立区画を複数とする場合、未埋立区画は雨水として自然流下で排水できる構造と

するとともに、埋立開始時には雨水と浸出水の切り替えが容易な構造とすること。 

3)浸出水集水ピット 

①集水した浸出水を浸出水集排水設備へ送水するための送水設備を設けること。埋立

区画を複数とする場合は、区画ごとに送水設備を設置すること。 

②浸出水集水ピットを設置する場合は、水質、水位に適応する防水塗装を施すものと
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する。 

③浸出水送水ポンプは、2台設置し、1台をバックアップ用とすること。 

④浸出水送水ポンプの交換等、維持管理を考慮した設備を設けること。 

⑤浸出水集排水管と浸出水集水ピットとの接続部は、浸出水が漏水しない構造とする

こと。 

⑥浸出水集水ピットは施設廃止する際、具体には「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」の第九条第五項の届出後の確認を受けて、「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律施工規則」の第五条の五の二の届出受理後、埋立地の水を自然流下で河川へ排水

可能な構造とすること。 

 

(7)埋立ガス処理設備工事 

1)平面配置等 

①埋立廃棄物の分解等により発生するガスを集めて処理するための埋立ガス処理設備

を設けること。 

②埋立ガス処理設備の配置は、廃棄物最終処分場性能指針（平成 12 年 12 月 28日 生

衛発第 1903 号）（以下「性能指針」という。）の規定以上とすること（2,000ｍ2に

１箇所以上）。 

③管の寸法及び設置箇所数等は、埋立廃棄物の種類及び割合並びに埋立方法等を十分

に考慮すること。 

2)埋立ガス処理設備の構造等 

①埋立ガス処理設備は、準好気性埋立構造による空気の流通を考慮したものとするこ

と。 

②浸出水集排水管としての機能も兼ねることから、十分な集排水機能を有する構造と

すること。 

③埋立ガス処理施設の管径は、「性能指針」に基づきφ200mm 以上とすること。 

④埋立ガス処理施設の配置は、早期安定化の観点で、管径、埋立方法等に配慮して設

定すること。 

⑤埋立地壁面に埋立ガス処理設備を設ける場合は、遮水設備に影響を与えないよう配

慮すること。 

 

(8)浸出水処理設備工事 

1)一般事項 

①埋立処分地で発生する浸出水を計画水質まで処理する能力を有する。 

②浸出水処理水の放流先は、河川放流もしくは下水道放流とする。 

③下水放流の場合の放流水質は、資料４に示す値を遵守する。 

④河川放流の場合の放流水質は、資料５に示す値を遵守する。 
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⑤下水放流の場合、事業者は下水接続方法に関して、稚内市環境水道部水道施設課下

水道グループと協議すること。また、直近の既存下水道接続施設を利用する場合は、

市と協議を行うこと。ただし、新たに直近の公共下水道施設へ直接接続する場合を

除く。 

⑥「性能指針」における性能に関する事項の確認方法に基づき性能を確認する。 

2)プラント設備に関する共通事項 

①プラントの運転及び安全のため、構造物、機器等の周囲に歩廊、階段、点検台、手

摺等を設ける。 

②汚水等による機器等の腐食を生ずるおそれのあるものについては、できるだけ腐食

しにくい材質のものを使用する。 

③配管については、勾配、保温、防露、防振等を十分考慮する。 

④塗装については、耐熱、耐薬品、防食、耐塩害、配色等を考慮する。 

⑤配管塗装は、流体別に色別し、流れ方向、名称を明示する。 

⑥機器及び盤の取付については、耐震性に十分考慮し堅固に取付ける。 

⑦設備・機器は、原則として屋内に収納する。 

3)配管設備に関する共通事項 

①配管は、分解、取り外しが可能なように、適所にフランジ、ユニオン等の継手を設

ける。 

②ポンプ、機器との接続は、保守、点検が容易な接続方法とするとともに必要に応じ

て防振継手を敷設する。 

③埋込管、スリーブ管は強度、耐食性を考慮した材質とする。 

④槽内及び腐食性箇所又は点検、整備が困難な箇所の材質は耐食性材質とする。 

⑤配管の支持・固定は容易に振動しないように、吊り金具、支持金具等を用いて、適

切な間隔に支持・固定する。 

⑥支持金具は管の伸縮、荷重に耐えうるもので、十分な支持強度を有し、必要に応じ

て防振構造とする。 

4)建築に関する共通事項 

①外観の意匠は美しく、しかも清潔感のあるものとし、周辺と十分調和のとれた構造

とデザインとする。 

②盛土は構造物の設置に支障とならないよう十分締め固め、残留沈下を生じないよう

施工する。 

③工事に支障を及ぼす湧水、雨水等の排水計画、根切り底、法面、掘削面に異常が起

こらないように十分検討し施工する。 

④掘削は、構造物の施工に支障のないよう、必要に応じた土留工、締切工等により所

定の深さまで掘り下げ、床付け面は機械と人力を併用し平滑に仕上げる。 

⑤埋戻しは、作業に適した機材を用い、残留沈下が生じないよう十分突き固める。 
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⑥鉄筋は JISG3112、異形丸鋼 SD295A 及び普通丸鋼 SR235 に適合したもの、又はこれ

と同等の性能を有するものとする。 

⑦鉄筋はコンクリートの付着力を減ずるおそれがあると認められる浮錆、油類、ごみ

等を使用前に除去すること。 

⑧鉄筋は正しい位置に配置し、コンクリートを打っても動かないよう堅固に結束する。 

⑨鉄筋と型枠との間隔はスペーサーを用い正しく保持する。 

⑩組み立てた鉄筋の上を直接歩行し、またこれに荷重を加えないよう保護する。 

⑪型枠及び支保工事は、作業荷重、コンクリートの自重、側圧、及びコンクリート打

設時の振動等外力に耐え、ひずみ、狂いが生じない構造とする。 

⑫型枠は、コンクリートの打設位置、形状、寸法に対して正しく組み立てる。 

⑬コンクリート埋め込みとなるスペーサーは鉄製、コンクリート製とする。 

⑭水槽の防水は原則としてコンクリート躯体で止水するものとし、防水剤は補助とし

て使用する。打継場所には必要に応じて止水板を入れる。 

⑮水槽の内部仕上げは、水質に適応する無機質浸透性塗布防水、耐食ライニング、及

び耐食塗装等とし、塗布前に躯体のレイタンス、ごみ等を除去後実施する。 

 

(9)覆蓋設備工事 

1)共通事項 

①埋立期間は 10 年を予定しているが、適切な維持管理を行ったうえで、15 年程度は

機能が維持できる構造とする。 

②事業予定地の気象条件（積雪、気温、風速等）を考慮した構造とする。 

③埋立を行う区画は必ず覆蓋施設を設置する。 

④分割移動式を用いる場合は、移動工事期間中にもごみ受け入れ・埋立可能な計画と

し、移動時期（季節等）要因による埋立量の減少などが発生しないよう合理的な計

画とする。 

⑤建築基準法等各種法令に準拠する。 

⑥埋立作業員、直接搬入ごみ持ち込み市民の埋立地内環境を考慮した設備を設ける。 

 

2)意匠・構造 

①覆蓋（屋根）構造は、設置期間中、基礎を含む構造物全体が安全であるとともに、

建物の意匠、構造、境界条件及び使用条件を考慮して、もっとも適したものを選択

するものとする。また、周辺環境に適合した形状を有し、景観に配慮すること。 

②屋根に要求される各種性能のうち、防水性、耐久性及び耐分布圧性以外の性能（断

熱性、遮音性、防湿性、耐衝撃性、耐摩耗性、耐火性）は、その目的に応じた他材

との組合せにより補うものとする。 

③覆蓋施設の構造計画・構造設計に当たっては、固定荷重、積載荷重、積雪荷重、風
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荷重及び地震荷重などを考慮して行う。各荷重による応力の組合せは、建築基準法

施行令（昭和 25 年政令第 338 号）に従う。 

④搬入車両出入口にシャッター等を設け、埋立地外部への飛散防止を図る。 

⑤埋立地の形状に応じた形状とするとともに、周辺環境に調和する形状、材質、色彩

とする。 

⑥廃棄物の飛散、粉じん、悪臭、騒音の敷地外への拡散を抑制する構造とする。 

⑦耐候性、耐熱性及び耐水・耐湿性に留意する。特に化学的な耐久性の確保に留意す

る。 

⑧覆蓋施設の構造計算における条件値は、基準風速（Vo）：32ｍ/s、構造体安全性の分

類：Ⅲ類（重要度係数 I＝1.0）とする。 

⑨屋根高さは、最終覆土の施工方法等を考慮し、重機が梁、点検歩廊、各種設備機器

等に接触しないよう計画する。 

⑩覆蓋施設が不同沈下などを起こさない基礎構造及び工法を採用すること。 

3)換気設備 

①覆蓋施設内が閉鎖空間となるため、室内環境（粉じん・温度・悪臭・ガス・蒸気）

を良好に保ち、可燃性ガスによる爆発の危険がないように、換気設備を設ける。 

②埋立作業員の作業場所においては、必要に応じて、局所的に送風・換気を行い、作

業環境を保全できる計画とする。 

③換気設備は、原則として、自然換気と強制換気（機械換気）が選択できる方式とす

る。機械換気の場合底部での埋立作業環境を考慮し、第三種換気方式を基本とし、

埋立の進捗にあわせて調整可能な局所換気を併用する計画とする。 

④安全な埋立作業環境を監視するためのガス検知器（酸素、硫化水素、メタン、一酸

化炭素等）、警報器を設け、管理棟内で監視、記録、出力できる設備とする。ガス

検知器は、測定するガスの比重を考慮するとともに、埋立作業箇所に併せて移設等

ができる構造とする。 

4)照明設備 

①昼間は、自然採光により作業可能な環境とする。夜間時の作業に備え、照明設備を

設ける。 

②構造上可能な範囲で多くの自然採光を取り入れるとともに、作業環境を考慮した照

明設備（70lx 以上を確保）を設ける。また、ランプの交換を容易に行える構造・配

置とし、照明設備の照度計算には、自然採光は含めないものとする。 

5)その他設備 

①覆蓋施設内に保守点検時等の電源確保を目的としたコンセントや電力制御盤等を設

置する。覆蓋施設内の電話設備及び放送設備は、浸出水処理施設内に設置する管理

施設との連携を考慮する。 
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(10)道路整備工事 

①搬出入車の仕様を十分に考慮した計画とすること。 

②搬入道路として、直近の舗装道から計量設備までのルートを設定すること。また、

バイオエネルギーセンターへ搬入する車両も計量するため、その車両の動線に配慮

した搬入道路ルートを計画すること。搬入道路は二車線、縦断勾配を 6.0％以下、

道路幅員は耐雪スペースを考慮し、アスファルト舗装とすること。なお、計量設備

から埋立地入口までは一車線でも可とする。 

③埋立地内取付道路として、埋立地内底部に進入するルートを設定し、縦断勾配を

10.0％以下とすること。 

④管理用道路として、覆蓋設備を含めた本施設全体の日常管理、保守・点検、安全管

理等のための通路を設定すること。管理用道路は使用する車両や除雪等を考慮した

幅員にすること。 

⑤自己搬入車両等の安全を考慮し、適切な位置に標識、カーブミラー、照明等を設置

すること。 

⑥搬入道路は、埋立地へ搬入する廃棄物運搬車両の重量を計測でき、かつ積載物の内

容確認が可能な機能を有すること。 

 

(11)門扉・囲障設備工事 

①景観に配慮した門扉、囲障設備とすること。 

②「基準省令」に基づく、本施設であることを明示するための立札を設置すること。 

③風荷重などによる転倒がないよう、安全な構造であること。なお、支持力・滑動・

転倒に対する安全性は、構造計算等により確認すること。 

④門扉には、外部からの侵入を防止するため、施錠を施すこと。 

⑤積雪した場合でも門扉の開閉が可能な構造設計とすること。 

⑥腐食を考慮した材質とすること。 

 

(12)地下水モニタリング設備工事 

①地下水モニタリング設備の設置は、「基準省令」の一部を改正する命令（平成 10 年

総理府・厚生省第 2 号）に準拠すること。なお、実施設計時にあたっては、位置選

定理由を明確にすること。 

②施設には、鍵付きの蓋を設置する。また、雨水等の表流水が流入しない構造とする

こと。なお、採水方法は、実施設計において市と協議すること。 

③地下水モニタリング設備は、採水が容易にできる構造とすること。 
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(13)散水設備工事 

①運営・維持管理期間中に、廃棄物の早期安定化及び本施設での粉じん対策を目的と

し、埋立地内に散水設備を設けること。 

②散水量は過去 10 年間の日平均降雨量以上で、かつ蒸発散量を見込んだ値とすること。

また、埋立完了後においては自然降雨が浸入しないようにキャッピングを行い、か

つ埋立地内に散水できる設備を設けること。 

③埋立区画を複数とする場合、埋立終了区画ごとにキャッピングを行い、かつ埋立地

内に散水できる設備を設けること。 

④散水に使用する水は原則水道水とするが、地下水が利用できかつ、水質が浸出水処

理施設に影響を与えない場合は、地下水利用を可とする。また、浸出水処理施設に

より浄化された処理水を循環利用することは不可とする。 

⑤散水設備は、可能な限り外壁等に飛散しない方法とする。また、散水量が確認・記

録可能な設備とする。 

 

(14)処理水放流設備工事 

①埋設箇所の荷重を考慮した材質、形状とし、耐震性に配慮すること。 

②凍結対策、外面の防食対策を行うとともに、埋設位置を表示すること。また、埋戻

し材は、良質な土砂等を用いて、十分締固めること。 

③下水道放流の場合のうち、直近の公共下水道施設に接続する場合は、稚内市環境水

道部水道施設課下水道グループと協議し、接続方法、構造等を決定すること。また、

直近の既存下水道接続施設を利用する場合は、市と協議を行い接続方法、構造等を

決定すること。なお、直近の公共下水道施設に接続する場合で、既存の下水道接続

施設と平行して埋設する場合は、既存施設に影響を与えない設計とすること。 

④河川放流の場合は、河床の洗堀防止対策を行うこと。 

 

(15)計量設備工事 

①計量設備は、積載重量 10ｔ車が計量可能であること。なお、最小目盛りを 10kg 以

下とすること。 

②計量設備の計測可能な最小重量未満の計量廃棄物に対する測定方法を計画すること。

基準となる重量は、1kg 単位とすること。 

 

(16)その他附帯設備工事 

①洗車設備については、最終処分場外周辺の環境に対する配置から、埋立地にごみを

搬入した車両、覆土搬入車両及び工事用車両の車体やタイヤ等に付着した土砂やご

みを公道に出る前に落とす機能を有する洗車設備を設けること。 

②洗車排水は、浸出水と同様に処理する計画とし、埋立地外へ流れないようにするこ

と。  
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第４章 運営・維持管理業務 

1. 運営・維持管理体制 

(1)全体組織計画 

①事業者は、本事業に係る組織として適切な組織構成を計画する。 

②事業者は、本事業を行うに当たりＰＦＩ事業者として必要な有資格者を配置する。 

③事業者は、廃棄物処理施設技術管理者（一般廃棄物）の資格を有する者を現場総括

責任者として配置する。 

④事業者は、整備した運転管理体制について市に報告する。 

 

(2)組織計画 

①事業者は、施設の運転管理業務、維持管理業務、環境管理業務、情報管理業務に適

切な組織構成を計画する。 

②事業者は、施設の管理運営に必要な有資格者及び人員を確保する。 

③関係法令、所轄官公署の指導を遵守する範囲において、有資格者及び人員の施 

設内での兼任は可能とする。 

 

表 運転管理等必要資格（参考） 

資格の種類 主な業務内容 

廃棄物処理施設技術管理者 

（最終処分場） 

維持管理に関する技術上の業務及び維持管

理の事務に従事する職員の監督 

安全衛生管理者 安全衛生に係る事項の管理 

酸素欠乏危険作業主任者 酸欠危険場所で作業する場合、作業員の酸

素欠乏症を防止する 

防火管理者 施設の防火に関する管理者 

危険物保安監督者 

危険物取扱者 

危険物取扱作業に関する保安・監督 

公害防止管理者、公害防止主任管理 

者、公害防止統括者、各代理人 

公害防止に関する技術的な管理 

※その他運営を行うに当たり必要な資格がある場合は、その資格者を置くこと。 

 

(3)労働安全衛生・作業環境管理体制 

①事業者は、労働安全衛生法等関係法令に基づき、従事者の安全と健康を確保するた

めに、本事業に必要な管理者、組織等を整備する。 

②事業者は、整備した安全衛生管理体制について市に報告する。なお、体制を変更し

た場合は速やかに市に報告する。 
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③事業者は、作業に必要な保護具及び測定器等を整備し従事者に使用させる。 

また、保護具及び測定器等は定期的に点検し、安全な状態が保てるようにする。 

④事業者は、日常点検、定期点検等の実施において、労働安全・衛生上、問題がある

場合は、市と協議のうえ、施設の改善を行う。 

⑤事業者は、労働安全衛生法等関係法令に基づき、従業者に対して健康診断を実施し、

その結果及び結果に対する対策について市に報告する。 

⑥事業者は、従業者に対して、定期的に安全衛生教育を行う。 

⑦事業者は、場内の整理整頓及び清潔の保持に努め、施設の作業環境を常に良好に保

つ。 

 

(4)防火管理体制 

①事業者は消防法等関係法令に基づき、対象施設の防火上必要な管理者、組織等を整

備する。 

② 事業者は、整備した防火管理体制について市に報告する。 

なお、体制を変更した場合は速やかに市に報告する。 

③事業者は、日常点検、定期点検等の実施において、防火管理上、問題がある場合は、

市に報告を行ったうえ、施設の改善を行う。 

 

(5)連絡体制 

事業者は、平常時及び緊急時の連絡体制を整備する。 

なお、体制を変更した場合は速やかに市に報告する。 

 

(6)緊急時の組織体制の整備・防災訓練 

①事業者は、災害、機器の故障、停電等の緊急時において、人身の安全を確保すると

ともに、環境及び施設へ与える影響を最小限に抑える。 

②事業者は、緊急時における人身の安全確保、施設の安全停止、施設の復旧等の手順

を定めた緊急対応マニュアルのうえ、市に提出するものとし、緊急時にはマニュア 

ルに従って適切な対応を行う。 

なお、事業者は、必要に応じて緊急対応マニュアルを随時改善しなければならない。 

③事業者は、台風・大雨等の警報発令時、地震、火災、事故、作業員のけがなどが発

生した場合に備えて、自主防災組織を整備するとともに、警察、消防及び市等への

連絡体制を整備する。 

 なお、体制を変更した場合は速やかに市に報告する。 

④事業者は、緊急時に防災組織及び連絡体制が適切に機能するように、定期的に防災

訓練等を行う。 

 なお、訓練の実施にあたっては、事前に市に連絡する。 
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⑤事業者は、事故が発生した場合、緊急対応マニュアルに従い、直ちに事故の発生状

況、事故時の運転記録等を市に報告する。 

 また、事故後、速やかに対応策等を記した事故報告書を作成し、市に提出する。 

 

(7)施設警備・防犯体制 

①事業者は、本施設の警備・防犯体制を整備する。 

②事業者は、整備した警備・防犯体制を市に報告する。 

なお、体制を変更した場合は速やかに市に報告する。 

③事業者は、本施設の警備を実施し、従事者及び第三者の安全を確保する。 

 

(8)帳簿類の管理 

事業者は、各組織の運転管理等に必要な帳票類を整備し管理する。（表 帳票類の種類

（参考）） 

なお、帳票リスト及び様式等については、市と協議のうえ、決定する。 

表 帳票類の種類（参考） 

№ 名称 № 名称 

1 職員配置表 7 定期整備報告書 

2 勤務体制編成表 8 設備（機器）台帳 

3 運転日報・月報・年報 9 検査台帳 

4 機器運転、作業日誌 10 備品・予備品台帳 

5 試験検査日誌 11 薬剤使用台帳 

6 施設維持管理状況報告 12 その他必要な書類 

 

 

2. 運営・維持管理業務に関する一般事項 

(1)埋立対象物 

第３章－１－(1)－④のとおり。 

 

(2)埋立対象物受入時間 

①埋立対象物受入時間は、原則として１月１日から１月３日までを除く、月曜日から

土曜日の８時 30 分から 16 時 30 分までとする。 

②１月１日から１月３日、日曜日、①の受入時間外において、埋立対象物の受け入れ

を行うときは、市と協議を行うこととする。ただし、市が行う全市的な環境美化運

動における市民一斉春のボランティア清掃等の行事で発生するごみの受入につい

て、市の求めがあった場合は協力すること。 
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(3)運営・維持管理マニュアル 

①事業者は、本施設の運営・維持管理手順及び方法に関する運営・維持管理マニュア

ルを作成し、市に提出する。 

②事業者は、運営・維持管理マニュアルに基づいた運転を実施する。 

③事業者は、運営・維持管理状況にあわせ、運営・維持管理マニュアルを随時改善す

る。改善したマニュアルは、市に提出する。 

 

(4)本施設の運転管理 

事業者は、本施設を適切に運転し、搬入される埋立対象物を、関係法令、公害防止条

件等を遵守し適切に処理するとともに、経済的運転に努める。 

 

(5)適正運転 

事業者は本施設の運転が、関係法令及び施設の公害防止条件等を満たして運用する。 

確認の結果については、第４章 8（1）で定める運転記録報告に含めるものとする。 

 

(6)運転記録報告の作成 

事業者は第４章 8（1）に定める運転記録報告を作成する。 

 

(7)地元との共生 

事業者は､常に適切な運転管理等を行うことにより､周辺住民の信頼と理解、協力を得

る。 

また、本施設の管理運営に関して住民等から苦情、意見、要望等があった場合は、誠

意を持って対応する。 

 

(8)地元活用事業 

事業者は、地元雇用の促進に配慮する。 

 

(9)市が行う行事への協力 

事業者は、市が行う全市的な環境美化運動における市民一斉春のボランティア清掃等

の行事で発生するごみの受入について、市の求めがあった場合は協力すること。 

 

3. 搬入廃棄物の受付業務 

(1)受付業務 

事業者は、本施設に対して搬入廃棄物を積載する車両の受付を行い、計量機により搬

入ごみを計量・記録する。 

また、バイオエネルギーセンターに対しての搬入廃棄物を積載する車両の受付、計量
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機による搬入ごみの計量・記録についても行う。 

 

(2)料金及び循環資源利用促進税の徴収 

①事業者は、一般廃棄物を搬入しようとする者のうち料金徴収が必要な場合は、市が

定める料金を市が定める方法で徴収し、市に納付する。 

また、バイオエネルギーセンターへの搬入廃棄物も含むものとする。 

②産業廃棄物を搬入しようとする者から搬入廃棄物の処理に関する処理料金及び循環

資源利用促進税（以下「循環税」という。）の徴収は、市が行う。 

 事業者は、処理料金及び循環税の徴収に必要な記録の整理及び管理を行い、市に報

告する。 

また、いずれもバイオエネルギーセンターへの搬入廃棄物についても含むものとす

る。 

③事業者は、年月日時分、ごみの種類・重量、車両形式、車両番号、徴収料金、その

他必要な情報を記録する。 

 

(3)受入日数 

廃棄物の受け入れ日数は第４章－２－(2)のとおり。 

 

(4)搬入管理 

事業者は、安全に搬入が行われるように、本施設内及び周辺において搬入車両を誘

導・指示する。 

また、必要に応じて誘導員等を配置するなど、適切な誘導・指示を行う。 

 

(5)分別の促進 

事業者は、市が行う搬入ごみの分別の啓発等に協力するものとする。 

 

4. 埋立対象物の埋立業務 

(1)埋立作業 

事業者は、以下の項目に配慮して埋立作業を行うこととする。 

①関係法令等を遵守する。 

②環境汚染の防止、埋立地盤の安定化に配慮する。 

③資源物の除去、転圧等による埋立量の減容化に配慮する。 

④遮水工、浸出水集排水管等の各種構造物が適正な状態であることを確認したうえで

行う。 

⑤埋立ガス濃度、酸欠等の作業環境に配慮する。 

⑥埋立したごみの種類、量、位置を図面等に記録し、管理する。 
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⑦覆土に適した覆土材を確保し、悪臭の発散防止、衛生害虫の繁殖防止、埋立地内の

飛散防止の観点から、即日覆土を含め適正に覆土をする。なお、廃棄物層は 3ｍ以

下とし、その上に 0.5ｍ以上の覆土を行うこと。 

 

(2)適正処分 

事業者は、関係法令及び公害防止条件等を遵守し、搬入されたごみを適正に埋立処分

するとともに、埋立地からの浸出水を適正に処理する。 

 

(3)埋立容量の管理 

事業者は、「最終処分場残余容量算出マニュアル」（平成 17 年 3 月、環境省大臣官房

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課・産業廃棄物課）に基づき、最終処分場の埋

立容量、残余容量を年 1 回以上測定する。測定時期は毎年度同時期とする。 

 

(4)覆蓋設備の移設（移設方式を採用した場合） 

①覆蓋施設の移設期間中も埋立作業に支障がない計画とする。 

②建築基準法他法令に準拠した手続きを経ること。 

 

(5)その他 

①最終覆土 0.5ｍ以上を実施すること。 

②埋立区画における散水作業を実施すること。 

③埋立区画を複数とする場合、埋立終了区画における散水作業を実施すること。 

 

5. 浸出水等の処理業務 

(1)運転条件 

①運転日数 

設計計算上、発生する浸出水を滞りなく運転できる日数とする。 

②運転時間 

本施設のうち、浸出水処理施設の運転は 24 時間連続運転とする。その他の施設

は埋立作業を滞りなくできる運転時間とする。 

③公害防止条件 

本施設の公害防止条件は下記を参考に設定すること。（いずれも、敷地境界での

目標値） 

 

 

 

表 騒音目標値（参考） 
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昼間 朝・夕 夜間 

午前 8 時～午後 5 時 
午前 6 時～午前 8 時 

午後 5 時～午後 10 時 

午後 10 時～ 

翌日の午前 6 時 

60 デシベル 55 デシベル 50 デシベル 

 

表 振動目標理（参考） 

昼間 夜間 

午前 8 時～午後 7 時 
午後 7 時～ 

翌日の午前 8 時 

65 デシベル 60 デシベル 

 

表 悪臭目標値（参考） 

規制物質 基準値 規制物質 基準値 

アンモニア 1ppm 以下 イソバレルアルデヒド 0.003ppm 以下 

メチルメルカプタン 0.002ppm 以下 イソブタノール 0.9ppm 以下 

硫化水素 0.02ppm 以下 酢酸エチル 3ppm 以下 

硫化メチル 0.01ppm 以下 メチルイソブチルケトン 1ppm 以下 

二硫化メチル 0.009ppm 以下 トルエン 10ppm 以下 

トリメチルアミン 0.005ppm 以下 スチレン 0.4ppm 以下 

アセトアルデヒド 0.05ppm 以下 キシレン 1ppm 以下 

プロピオンアルデヒド 0.05ppm 以下 プロピオン酸 0.03ppm 以下 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009ppm 以下 ノルマル酪酸 0.001ppm 以下 

イソブチルアルデヒド 0.02ppm 以下 ノルマル吉草酸 0.0009ppm 以下 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009ppm 以下 イソ吉草酸 0.001ppm 以下 

 

 

(2)適正処理 

①事業者は、浸出水を関係法令及び公害防止条件ならびに放流先の基準値（下水道放

流の場合は資料４、河川放流の場合は資料５）等を遵守し、適切に処理する。 

②事業者は、浸出水を処理した処理水の量について、浸出水処理施設の処理能力以下

となるように適切に放流する。 

 

(3)水質分析 

事業者は、浸出水の原水水質及び処理水質を定期的に分析する。 

 

6. 維持管理業務 

(1)施設機能の確保・維持 

事業者は、関係法令や公害防止基準等を遵守し、搬入ごみの適切な処理が行えるよう、

本施設の基本性能を確保・維持するために必要な維持管理業務を行う。 

また、本施設の能力を終了措置期間が終了するまで維持する。 

その他、第５章 3.に示す事項にも留意すること。 
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(2)点検・検査計画 

①事業者は、点検・検査計画を施設の運転に支障のないよう、効率的に実施できるよ

う策定し、市に提出する。 

②点検・検査計画は、日常点検（表 本施設全般（参考）、表 浸出水処理施設の点検

（参考））、定期点検（表 浸出水処理施設の点検（参考））、自主検査等の内容（機

器の項目、頻度等）を記載した点検・検査計画書（毎年度のもの、事業期間を通じ

たもの）を作成し、市に提出する。 

表 本施設全般（参考） 

点検箇所 点検内容 点検方法 

擁壁等流出防止設備 沈下、基礎地盤の沈下、地山の崩落、崩壊 目視 

地下水集排水設備 地下水の有無、損傷、詰まり 目視 

遮水工 

遮水シートの穴あき、引裂き傷、ひび割れ、異常な

伸び、局部的な引き込み、膨らみ、へこみ、マット

の膨らみ、へこみ、突っ張り、剥がれ、劣化状況 

目視 

浸出水集排水設備 損傷、詰まり 
目視のほか、降水量と

運転時間 

調整池 破損、漏水、沈殿物 目視 

ガス抜き設備 破損 目視 

雨水集排水施設 破損、土砂の堆積 目視 

囲い 破損 目視 

立札 破損 目視 

搬入道路 路面状況 目視 

場内道路 路面状況 目視 

浸出水処理施設 各設備 目視（監視盤含む） 

 

表 浸出水処理施設の点検（参考） 

№ 項目 概要 作業内容 

1 日常点検 給油・点検清掃等の簡易な保全作業に

より使用設備の維持管理を行う。 

給油・点検・清掃作業 

2 定期点検 設備の異常を予知して、定期的に点検

(週例、月例、３ヶ月点検)を行い、故

障を未然に防止する。 

巡回点検 

日常保全のチェックと指導

をあわせて実施 

 

 

(3)点検・検査の実施 
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①事業者は、点検・検査を毎年度提出する点検・検査計画に基づき実施する。 

②日常点検で異常を発見した場合や故障が発生した場合等は､事業者は臨時点検を実

施し、補修等が必要な場合は速やかに補修等を行う。 

③事業者は、点検・検査に係る記録を適切に管理し、法令等で定められた年数又は市

との協議による年数保管する。 

④事業者は、点検・検査結果報告書を作成し、市に提出する。 

 

(4)補修・機器更新計画の提出 

①事業者は、事業期間を通じた補修・機器更新計画を作成し、市に提出する。 

②事業者は、事業期間を通じた補修・機器更新計画について、点検・検査結果に基づ

き毎年度更新し、市に提出する。 

③事業者は、本事業期間内における本施設の基本性能を確保・維持するために点検・

検査結果に基づき、設備・機器の耐久性と消耗状況を把握し、各年度の補修・機器

更新計画を作成し、市に提出する。 

 

(5)補修の実施 

①事業者は、補修・機器更新計画及び点検・検査結果に基づき、施設の基本性能を維

持するために、補修を行う。 

②事業者は、補修に際しては、補修工事施工計画書を市に提出する。 

③事業者は、各設備・機器の補修に係る記録を適切に管理し、法令等で定められた年

数又は市との協議による年数保管する。 

 

(6)機器更新の実施 

①事業者は、事業期間内における施設の基本性能を維持するために、機器の耐用年数

を考慮した事業期間にわたる更新計画を作成し、市に提出する。 

②事業者は、事業期間中に市が求める場合は、最新の更新計画を作成し、市に提出す

る。 

③事業者は、更新計画の対象となる機器について、更新計画を踏まえ、機器の耐久度・ 

消耗状況により、事業者の費用と責任において、機器の更新を行う。 

④事業者は、機器の更新に際しては、機器更新工事施工計画書を市に提出する。 

 

(7)施設の保全 

事業者は、施設の照明・採光設備、給排水衛生設備、空調設備等の点検を定期的に行

い、適切な修理交換等を行う。 

 

(8)用役管理 
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事業者は、薬剤、消耗品等について、経済性に配慮した調達を行い、これらを常に安

全に保管し、必要の際には支障なく使用できるように、適切に管理する。 

 

(9)清掃 

事業者は、施設の清掃計画を作成し、施設内・外を常に清潔に保つこと。 

 

(10)除雪 

事業者は、除雪を実施してごみの搬入及び運営・維持管理業務に支障を及ぼさないよ

うにする。また、除雪範囲については、国道から事業用地（想定）（添付資料６参照）

まで及び本施設の事業用地（想定）範囲とする。 

 

(11)警備 

施設内の警備を含めた保安体制を計画・実践する。 

 

(12)安全衛生管理・作業環境管理 

①事業者は、安全衛生管理体制に基づき、職場における労働者の安全と健康を確保す

るとともに、快適な職場環境の形成を促進する。 

②事業者は、作業環境に関する調査・計測を行い、作業環境管理報告書を市に提出す

る。 

③事業者は、本施設における標準的な安全作業の手順（安全作業マニュアル）を定め、

その励行に努め、作業の安全を図ること。 

④安全作業マニュアルは、施設の作業状況に応じ随時改善し、その周知を図ること。 

 

7. 環境管理業務 

(1)事業者が行う環境保全業務 

①事業者の負担で、環境保全に係る測定及び運営時の事後調査を実施する。また、こ

の測定項目には地下水の水質を定期的に分析することも含む。 

②事業者は、公害関連及び処理機能に係る各種調査のうち、事業者が行うものについ

て、施設の公害防止条件、関係法令等を遵守する。 

 

(2)市が行う環境保全業務への協力 

事業者は、公害関連に係る各種調査のうち、市が行うものについて協力する。 

 

8. 情報管理業務 

事業者は、運営・維持管理の履行結果を正確に記載した月例報告書、四半期報告書及

び年間報告書を、業務報告書（以下これらを「業務報告書」という。）として作成し、
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市に提出する。 

報告内容は以下のとおりとし、計画に係る内容については、各年度の当初に提出する。 

(1)運転記録報告 

①事業者は、ごみ搬入量、埋立量、覆土量、運転データ、用役データ、運転日誌、日

報、月報、年報等を記載した運転管理に関する業務報告書を作成し、市に提出する。 

②運転記録に係る業務報告書の記載事項等詳細項目は、市と協議のうえ決定する。 

③運転記録に関するデータは、法令等で定める年数又は市との協議による年数保管す

る。 

 

(2)点検・検査報告 

①事業者は、本施設の点検・検査計画及び点検・検査結果を記載した点検・検査に係

る業務報告書を作成し、市に提出する。 

②点検・検査に係る業務報告書の記載事項等詳細項目は、市と協議のうえ決定する。 

③点検・検査に関するデータは、法令等で定める年数又は市との協議による年数保管

する。 

 

(3)補修・更新報告 

①事業者は、本施設の補修計画及び補修結果を記載した補修結果に係る業務報告書、

更新計画及び更新結果を記載した更新結果に係る業務報告書を作成し、市に提出す

る。 

②補修・更新に係る業務報告書の記載事項等詳細項目は、市と協議のうえ決定する。 

③補修・更新に関するデータは、法令等で定める年数又は市との協議による年数保管

する。 

 

(4)環境管理報告 

①事業者は、環境管理のために計測した、施設の環境保全状況を記載した環境管理に

係る業務報告書を作成し、市に提出する。 

②環境管理に係る業務報告書の記載事項等詳細項目は、市と協議のうえ決定する。 

③環境管理に関するデータは、法令等で定める年数又は市との協議による年数保管す

る。 

 

(5)作業環境管理報告 

①事業者は、作業環境に関し計測した、施設の作業環境管理状況を記載した報告書を

市に提出する。 

②作業環境管理に係る業務報告書の記載事項等詳細項目は、市と協議のうえ決定する。 

③作業環境管理に関するデータは、法令等で定める年数又は市との協議による年数保
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管する。 

 

(6)施設情報管理 

①事業者は、施設に関する各種マニュアル、図面等を事業期間にわたり適切に管理す

る。 

②事業者は、補修、機器更新、改良保全等により、本事業の対象施設に変更が生じた

場合、各種マニュアル、図面等を速やかに変更する。 

③本事業の対象施設に関する各種マニュアル、図面等の管理方法については市と協議

のうえ決定する。 

 

(7)その他管理記録報告 

①事業者は、本施設の設備により管理記録可能な項目、または事業者が自主的に管理

記録する項目で、市が要望するその他の管理記録について、管理記録報告書を作成

する。 

②提出頻度・時期・詳細項目については、市と協議のうえ決定する。 

③市が要望する管理記録について、法令等で定める年数又は市との協議による年数保

管する。 

 

9. 見学者及び視察者への対応業務 

事業者は、見学者について、運転管理業務に支障のない範囲で対応する。 

また、市が行う視察対応について、運転管理業務に支障のない範囲で協力する。 
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第５章 本事業完了時の措置 

1. 事業期間終了時の措置 

事業者は、本事業完了にあたり、覆蓋施設等の撤去、最終覆土（飛散防止を含む。）

を実施し、その他埋立終了に関して必要な書類（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

五条の五の作成を含む。）等の作成を行う。 

 

2. 施設からの退去 

①事業者は、届出書類や保管が必要な技術資料等の整理を行い、市へ引き渡す。 

②本施設の清掃を行う。 

③事業期間終了時に、本施設の維持管理に必要な用役をタンクその他容量の最大量補

充する。 

④事業期間終了時に、本施設の維持管理に必要な 6か月間分の予備品及び消耗品を補

充する。 

⑤事業期間終了時に、市へ引き渡し後、市が必要な機能を発揮できるように、運転指

導及び運転・維持管理マニュアルの作成を行う。また、維持管理に必要な点検・計

画（案）、補修・機器更新（案）を作成する。 

⑥その他、施設からの退去に必要な手続きや措置を行う。 

 

3. 施設機能の維持 

本施設は、事業期間終了後においても、最終処分場の廃止まで埋立地の維持管理及び

浸出水処理施設等の運転維持管理が適切に行われる必要がある。 

事業者は、事業期間終了時における本施設の状態が、提案書、要求水準書において設

定した性能を維持した状態で引渡しを行うものとし、そのために必要な修繕・改修等に

ついては、事業者の業務範囲に含まれることを留意すること。また、市は事業終了時に

本施設の状態の確認を行い、その結果、本施設が使用に耐えうる状態にない場合は、事

業者の費用による補修等を行うものとする。 

 

4. 事業期間の短縮又は延長 

運営・維持管理期間終了予定日（平成 42 年 11 月）より前に埋立総容量を超える時は、

運営・維持管理期間を短縮する。 

また、運営・維持管理期間終了予定日時点で所定の埋立総容量に達しないことが見込

まれ、一般廃棄物等の受入、埋立が可能であると認められる場合には、市と事業者との

間で運営・維持管理期間の延長について協議する。 

なお、事業契約終了後、市は事業者と施設の廃止までの維持管理に関する契約を締結

することができるものとする。 
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資料１ 計画地位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 事業用地範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（現有）稚内市リサイクルセンター
（現有）稚内市バイオエネルギーセンター

（現有）稚内市廃棄物最終処分場

（新設）最終処分場
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資料３ 計画埋立量及びごみ処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 32 年度は 12 月から、平成 42 年度は 11 月まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般廃棄物
13,172t

産業廃棄物
1,200ｔ

ごみ処理フローシート（平成41年度）

家庭系ごみ
7,585t

事業系ごみ
4,487t

中間処理残渣
916ｔ

その他
一般廃棄物
1,100ｔ

産業廃棄物
1,200ｔ

大型ごみ
20t

生ごみ
628t

一般ごみ
(可燃・不燃)

3,859t

バイオエネルギーセンター
2,448t

最終処分場
10,037t

集団回収
228t

リサイクルセンター
2,803t

資源物
2,575t

生ごみ
1,820t

一般ごみ
(可燃・不燃)

2,942t

32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

一般ごみ（可燃・不燃） 1,447 4,090 3,853 3,635 3,407 3,241

大型ごみ 8 24 23 23 22 22

計 1,455 4,114 3,876 3,658 3,429 3,263

事業系ごみ　一般ごみ（可燃・不燃） 1,619 4,678 4,557 4,462 4,345 4,242

中間処理残渣 315 976 985 996 1,001 1,008

その他一般廃棄物 367 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100

産業廃棄物 400 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

4,156 12,068 11,718 11,416 11,075 10,813

38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 合計

一般ごみ（可燃・不燃） 3,162 3,094 3,012 2,942 1,961 33,844

大型ごみ 21 21 20 20 14 218

計 3,183 3,115 3,032 2,962 1,975 34,062

事業系ごみ　一般ごみ（可燃・不燃） 4,140 4,052 3,945 3,859 2,573 42,472

中間処理残渣 984 963 937 916 611 9,692

その他一般廃棄物 1,100 1,100 1,100 1,100 733 11,000

産業廃棄物 1,200 1,200 1,200 1,200 800 12,000

10,607 10,430 10,214 10,037 6,692 109,226

埋立量

（ｔ）

家庭系ごみ

合計

埋立量
（ｔ）

家庭系ごみ

合計
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資料４ 下水道放流の場合の水質基準 
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資料５ 二の沢川（河川）放流の場合の水質基準 

物質名 基準数値 

アルキル水銀化合物 検出されないこと。 

水銀およびアルキル水銀その他の水銀化合物 1 リットルにつき水銀 0.005 ミリグラム以下 

カドミウムおよびその化合物 1 リットルにつきカドミウム 0.03 ミリグラム以下 

鉛およびその化合物 1 リットルにつき鉛 0.1 ミリグラム以下 

有機燐化合物（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメ

トンおよびエチルパラニトロフェニルチオノベンゼンホス

ホネイト（別名 EPN）に限る） 

1 リットルにつき 1 ミリグラム以下 

六価クロム化合物 1 リットルにつき六価クロム 0.5ミリグラム以下 

砒素およびその化合物 1 リットルにつき砒素 0.1 ミリグラム以下 

シアン化合物 1 リットルにつきシアン 1 ミリグラム以下 

ポリ塩化ビフェニル 1 リットルにつき 0.003 ミリグラム以下 

トリクロロエチレン 1 リットルにつき 0.1ミリグラム以下 

テトラクロロエチレン 1 リットルにつき 0.1ミリグラム以下 

ジクロロメタン 1 リットルにつき 0.2ミリグラム以下 

四塩化炭素 1 リットルにつき 0.02 ミリグラム以下 

1,2－ジクロロエタン 1 リットルにつき 0.04 ミリグラム以下 

1,1－ジクロロエチレン 1 リットルにつき 1 ミリグラム以下 

シス 1,2－ジクロロエチレン 1 リットルにつき 0.4ミリグラム以下 

1,1,1－トリクロロエタン 1 リットルにつき 3 ミリグラム以下 

1,1,2－トリクロロエタン 1 リットルにつき 0.06 ミリグラム以下 

1,3－ジクロロプロペン 1 リットルにつき 0.02 ミリグラム以下 

チウラム 1 リットルにつき 0.06 ミリグラム以下 

シマジン 1 リットルにつき 0.03 ミリグラム以下 

チオベンカルブ 1 リットルにつき 0.2ミリグラム以下 

ベンゼン 1 リットルにつき 0.1ミリグラム以下 

1,4－ジオキサン 1 リットルにつき 0.5ミリグラム以下 

セレンおよびその化合物 1 リットルにつきセレン 0.1 ミリグラム以下 

ほう素およびその化合物 ※1 リットルにつき、当分の間 50 ミリグラム以下 

ふっ素およびその化合物 ※1 リットルにつき、当分の間 15 ミリグラム以下 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物および硝酸

化合物 

※1 リットルにつき、当分の間アンモニア性窒素に 0.4を

乗じたもの、亜硝酸性窒素および硝酸性窒素の合計量 200

ミリグラム以下 

水素イオン濃度（水素指数） 5.8 以上 8.6以下 

生物化学的酸素要求量 1 リットルにつき 20ミリグラム以下 

浮遊物質量 1 リットルにつき 10ミリグラム以下 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（鉱油類含有量） 1 リットルにつき 5 ミリグラム以下 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量） 1 リットルにつき 30ミリグラム以下 

フェノール類含有量 1 リットルにつき 5 ミリグラム以下 

銅含有量 1 リットルにつき 3 ミリグラム以下 

亜鉛含有量 1 リットルにつき 2 ミリグラム以下 

溶解性鉄含有量 1 リットルにつき 10ミリグラム以下 

溶解性マンガン含有量 1 リットルにつき 10ミリグラム以下 

クロム含有量 1 リットルにつき 2 ミリグラム以下 

大腸菌群数 1 立方センチメートルにつき日間平均 3,000 個以下 

ダイオキシン類 1 リットルにつき 10 pg-TEQ/L以下 
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資料６ ユーティリティー取合位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配水管φ75DKP  

水道管取出し位置  

電気・電話取合位置 

（既設構内第 1 柱）  

既設下水道施設位置  

除雪範囲 


